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第１章 詳細計画策定調査の概要 

1.1 プロジェクトの背景と調査の目的  

 東ティモール民主共和国（以下「東ティモール国」）は近年の治安の安定と並行し

て、着実な経済成長を果たしてきた。しかしながら、現在の東ティモール国政府の財

政は、歳入の 80％-90％を石油・ガスに依存しているため、将来を見据えた産業の多

角化が喫緊の課題となっている。その多角化に向けた開発可能性が高い分野のひとつ

として、漁業関連産業が挙げられている。同国政府が打ち出した「戦略開発計画 2011- 

2030（Strategic Development Plan 2011-2030、以下 SDP）」では、目標のひとつに

「伝統的な漁業における漁獲量の増大と排他的経済水域における漁場開発」を掲げて

いるなど、今後ますます同国の漁業を振興する意向を示している。 

 

かかる状況を踏まえ、東ティモール国政府は同国の沿岸漁業に関わる行政官と漁業

者のフードバリューチェーン構築能力の向上による持続的な沿岸漁業振興を目指す

べく、2023年 8月に我が国政府に対して、農業・畜産・水産・林業省（Ministry of 

Agriculture, Livestock, Fisheries & Forestry、以下 MALFF）の漁業・養殖・水産

資源管理総局（Directorate General of Fisheries, Aquaculture and Aquatic 

Resource Management、以下 DG-FAARM）を実施機関とする技術協力プロジェクト「東

ティモール国ブルーエコノミーに向けた持続的な沿岸漁業振興プロジェクト」（以下、

「本プロジェクト」）に係る実施協力を要請した。今回実施する詳細計画策定調査は、

本プロジェクト実施に係る計画枠組み、実施体制、成果と活動等を整理し、本プロジ

ェクトの内容を協議議事録（M/M）で合意するとともに、事前評価を行うことを目的と

する。 

 

1.2 調査団の構成 

 本詳細計画策定調査団の構成は以下のとおり。 

担当事項  氏名  所属、職位  期間  

団長 

（総括）  
浅岡 真紀子  

JICA経済開発部農業・農村開発第

1グループ第 2チーム 課長  

2024 年 7 月 27 日-8 月 10

日  

水産開発  田村 實  
JICA国際協力専門員  2024 年 7 月 27 日-8 月 10

日  

評価分析  十津川 淳  
佐野総合企画株式会社 2024 年 7 月 20 日-8 月 10

日 

協力企画  生津 洋平  
JICA経済開発部農業・農村開発第

1グループ第 2チーム調査役  

2024 年 7 月 27 日-8 月 10

日  

インドネシア

水産協力 1  

千頭 聡  インドネシア海洋水産省JICA専門

家  

2024年 7月 27日-8月 2日 

インドネシア

水産協力 2  

Johanna 

Louretha Thenu  

インドネシア海洋水産省職員  2024年 7月 27日-8月 2日 
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1.3 調査日程 

 

 

 

 

  

浅岡総括、田村団員、生津団員 十津川団員 千頭団員、ジョハナ団員
7月20日 土 成田→デンパサール

7月21日 日 デンパサール→ディリ

7月22日 月 （以下面会先）JICA事務所、漁業総局、MALFF人事局
漁獲・ﾎﾟｽﾄﾊｰﾍﾞｽﾄ部、港・水揚げ地・漁業ｾﾝﾀｰ部

7月23日 火 UNDP
WorldFish、漁具部

7月24日 水 ボボナロ県ビアコウ村現地視察

7月25日 木 KOICA
Blue Ventures

7月26日 金 海洋計画・資源管理局
漁業検査局

7月27日 土 成田→デンパサール 書類整理

7月28日 日 デンパサール→ディリ 書類整理 ジャカルタ→ディリ

7月29日 月

7月30日 火

7月31日 水

8月1日 木

8月2日 金

8月3日 土 ディリ→ジャカルタ

8月4日 日

8月5日 月

8月6日 火

8月7日 水

8月8日 木

8月9日 金

8月10日 土 羽田着

書類作成
JICA事務所報告、日本大使館報告
MALFF大臣表敬、MM署名
ディリ→デンパサール→ジャカルタ
インドネシア海洋水産省
インドネシア外務省、ジャカルタ→羽田

団内会議

団内会議および書類作成
漁業総局MM協議、（十津川団員のみ）漁業・養殖インフラ設置部
団内会議および書類作成
ブルーエコノミーユニット聞取り、漁業総局MM協議

コム水産局、漁民聞き取り
マナトゥト漁民聞き取り（於漁業センターおよびアイテアス村）、ディリ移動
ディリ→アタウロ、県水産局、漁民聞き取り（ビケケおよびベロイ）
アタウロ→ディリ(ジョハナ団員のみディリにて加工市場調査）
団内会議

JICA事務所、漁業総局
MALFF漁業担当次官表敬、ディリ市内マーケット視察
漁業総局
ディリ→バウカウ移動、ベマッセ漁民聞き取り（於漁業センター）、漁船ワークショップ（バウカウ泊）
バウカウ県水産局、ワタボー漁民聞き取り
ラガ漁民聞き取り　（コム泊）
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第２章 プロジェクト実施分野の背景 

2.1 外務省及び JICAの援助方針 

我が国の対東ティモール国別開発協力方針（平成 29年 5月）は、「持続可能な国家

開発の基盤づくり支援」を大目標としながら、重点分野のひとつとして「産業の多様

化の促進」への支援を謳っている。同分野では「農水産を含む産業の育成並びに効率

化の促進及び産業人材育成のための支援を行う」ことが示されている。 

また、JICA のグローバルアジェンダ及びクラスター戦略（農業・農村開発）では、

4 番目のクラスター戦略として「水産ブルーエコノミー振興」を掲げている。同戦略

は「2030 年までに、水産資源の持続的な利用により、経済的便益が増加する」ことを

達成指標として掲げている。 

2.2 東ティモール国の開発方針 

 「戦略的国家開発計画（2011-2030年）」 

東ティモール国の長期的かつ国家の根幹的な開発基本方針として「戦略的国家開発

計画（2011-2030年）:Strategic Development Plan 2011-2030」が発表されている。

同計画は①社会資本、②インフラ開発、③経済開発、④組織・制度の 4つの側面で重

要なサブセクターを示し、それぞれにおける現状の課題と今後の戦略計画を示してい

る。 

水産業は、③経済開発のサブセクターとして取り上げられており、水産業が取り組

むべき課題が示されている。 

本計画は 2030 年までの長期計画であるため、第一段階の 2010-2015 年と第二段階

の 2016-2020 年に達成目標時期を分けており、水産セクターには以下の記載がある。 

 

表 2.1 戦略的国家開発計画における水産セクターにかかる記載内容 

対象期間 取組む内容 

第一段階の 2010-2015年 ・沿岸漁業と内陸漁業の管理改善のための戦略・活動計

画を策定する 

・上記戦略および活動計画は、伝統的な漁業における漁

獲量の増大と排他的経済水域における漁場開発を目指

す 

第二段階の 2016-2020年 ・沖合漁業に焦点を当て、特にロウテム県を中心とする

南部の海岸線における輸出と漁業センターの開発を目

指す。また、アイレウ、エルメラ、リキサ、アイナロに

おける商業養殖も奨励する 

＊特に対象期間設定のない目標 

 デモンストレーション・センターの設立（センター内では漁業電子管理システ

ムの利用、水産物の加工、輸送、保管に関するデモを行なう） 

 クルマエビ、アワビ、カニ、カキの養殖に関する研究 

 市場とのつながりと輸送システムの確立  
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 漁民と養殖コミュニティのエンパワーメントの促進 

 水産資源の品質管理と監督 

 漁港および桟橋や水揚げ場などのインフラの開発 

 水産物輸出市場の開発 

 

 第 9次政権プログラム 

第 9 次政権プログラム（2024 年から 2028 年を対象）は上記の国家計画を基礎とし

て、対象 5年間の活動戦略を示すものである。大きくは国家計画と同様の構成である

が、今般の第 9 次政権プログラムは①社会資本開発、②インフラ開発、③経済開発、

④政府の統合1、⑤グッドガバナンスと汚職撲滅の五本の柱から成っており、上述の戦

略的国家開発計画が四本柱であったのに比して、新たに五本目の柱（「組織・制度」を

「政府の統合」と「グッドガバナンスと汚職撲滅」に分けた）を設けたことが特筆さ

れる。 

水産セクターについては、国家計画と同様に経済開発のフレームで取り組むべき活

動が示されており、その数は計 22項目に亘る。 

 

表 2.2 第 9次政権プログラムにおける水産セクターにかかる記載内容 

対象 活動内容 

調査研究 - 漁業セクターに関する調査を通じて、優先行動と戦略を特定す

る 

- 東ティモール海洋研究開発センターを設立する 

法規制 - 漁業の規制と管理。外国漁船による違法漁業を削減するための

法整備と、監視区域の設定も強化する 

- 魚類とその他の海洋環境の保全。商業漁業に適した場所を定め

る 

- 既存の商業ライセンスを見直し、中長期的な海洋資源の利用を

明確にする 

漁法・人材育成 - 漁業者とそのコミュニティの間で、魚類を枯渇させるリスクの

少ない漁法に関するキャンペーンを推進する 

- 漁業・養殖業の人材育成に投資する 

- 漁業技術者、漁業者、水産養殖業者のための研修を開始し、リ

キサ水産養殖研修センターを最大限に活用する 

啓発 - 国内での魚の消費を促進し、消費量を年間 10kg／人に増やす 

市場整備・機材

施設整備 

- 冷蔵設備を備えた魚の競り場を創設する 

- 漁業と養殖業に必要な機材施設の取得と維持管理に投資する 

加工・冷凍技術 - 塩漬け、燻製、乾燥などの代替魚類保存プロセスを開発する 

 
1 「政府の統合」では、マクロ経済政策、公共財政にかかる取り組みが記載されている。 
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市場開拓 - 漁業・養殖業製品の輸出市場を開拓する 

- 深海漁業への投資および漁業センターを継続的に開発する 

- 輸送システムや冷蔵センターを利用し、輸出を視野に入れた市

場とのリンケージを確立する 

- 電子漁業管理システムの利用と、水産物の加工、輸送、保管に

関するデモンストレーション・センターを設立する 

インフラ ‐港湾、波止場、ドック施設など、必要不可欠なインフラ整備へ

の投資を継続する 

養殖 - 国内消費と輸出のための養殖生産のための研究と調査をさら

に進める 

- 淡水、汽水、海水におけるさまざまな種類の養殖活動を開発す

る 

- 沿岸活動を支援するために、少なくとも 3 種類の養殖活動を確

保する 

注：対象分類は、本項記載者によって便宜上分類したもの。第 9 次政権プログラムには政府が実施すべきことと

して、項目分けは為されず羅列されている。 

 

2.3 他ドナーの支援活動 

 東ティモールの水産セクターを支援する主要ドナーとして、UNDP、FAO、KOICA、NGO

の WorldFish、Blue Ventures が挙げられる。各ドナーの支援プロジェクト概要・活

動内容および今後の支援予定は以下のとおり。 

 

 UNDP 

プロジェクト名 Implementation of the Arafura and Timor Seas Regional and National 

Strategic Action Programs (ATSEA-2) 

プロジェクト期間 2019年 2 月-2024年 12 月(予定) 

プロジェクト対象

地(県) 

ヴィケケ、マナトゥト、マヌファヒ、コバリマ、ロウテム 

実施機関 農業畜産水産林業省(カウンターパート機関) 

現場では NGOも参画 

プロジェクト内容 ✓ オーストラリア、インドネシア、パプアニューギニア、東ティモール

の 4 か国を対象とするプロジェクト。 

 

（東ティモールでの活動内容） 

✓ 海洋保護区の設定：51,000ヘクタールをベタノ、バリキに設置。 

✓ 海洋生物の保全活動（特にウミガメ） 

✓ 海洋における油汚染対策（マナトゥトを対象） 
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✓ 沿岸漁業関連の活動は以下のとおり： 

・乱獲との違法漁業の現況調査 

・漁船登録の促進 

・漁具改善 

・National Fishery Advisory Committeeの創設（行政、漁民グルー

プ、コミュニティグループから成る関係者間のコミュニケーションプ

ラットフォームとしての機能） 

・魚餌養殖や淡水養殖研修 

・沿岸管理に資するマングローブ植林 

プロジェクト予算 $2,120,000 (東ティモール該当活動のみ) 

 

 上記プロジェクトが 2024 年に終了するに伴い、UNDP は継続活動を予定している。

ひとつは上記プロジェクトのフェーズ 3 であり、2026 年末もしくは 2027 年初めの開

始を見込む。現在コンセプトノートを作成中であるが、基本的にはフェーズ 2の成果

を更に推し進めることを計画しており、対象地も同様とする予定である。 

 また、もう一つのプロジェクトは、GEF 支援によるものであり、対象地はバウカウ

とヴィケケを予定する。活動分野は農業、漁業（内水面養殖含む）、エコツーリズムの

3 分野である。また、保護区の設定にも注力したいとしており、海洋保護区と森林保

護区の双方を対象とする。本件は既に GEFにプロポーザルを提出しており、承認が下

りれば、2025年 6月頃の開始となる。 

 この他、現時点ではアイデア段階であるが、ボボナロとコバリマの貧困地域を対象

としたプロジェクトも構想中である。生計向上を主眼として、その文脈で漁業関連の

活動が入る可能性がある。 

 

 FAO 

プロジェクト名 Ikan Adapt: Strengthening the adaptive capacity and 

resilience of fisheries and aquaculture-dependent 

livelihoods in Timor-Leste  

プロジェクト期

間 

2022年 4月-2027年 9月(予定) 

プロジェクト対

象地(県) 

アイレウ、ボボナロ、ロウテム、オエクシ、リキサ、ディリ/ア

タウロ、ヴィケケ、コバリマ 

実施機関 農業・畜産・水産・林業省(カウンターパート機関) 

現場では NGOの WorldFishも参画 

プロジェクト内

容 

✓ 東ティモール政府関係者、漁業・養殖業コミュニティ、関連

団体が気候変動への適応と生物多様性保全のための政策を

策定する能力の強化。 

✓ MPAと 4つの Locally Management Marine Area(LMMA)の計画
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を策定。ウミガメなど脆弱種の保全行動計画を策定。 

✓ 気候と災害に強い漁業と養殖業を目指して、コミュニティ主

導による評価と計画の実施（海藻など）。 

✓ 気候・生物多様性保全に関連する情報管理の強化。 

✓ 生物多様性のモニタリングシステム開発。 

✓ 国家気候変動・生物多様性ネットワーク設立（運営予算を含

む）。 

プロジェクト予

算 

$10,530,000  

 

 この他に FAOは National Fish Consumption Surveyを実施している。上記プロジ

ェクトおよび調査の他には、新規の支援予定は無い。 

 

 KOICA 

KOICA は国立漁業養殖研究教育機構（National Institute for Fisheries and 

Aquaculture、NIFA）の建設および技術支援を行なった（2018年、リキサ県）。研修と

研究を目的とした施設だが、基本的には研修用途が大半である。研修は全て内水面養

殖コースであり、沿岸漁業のコースは無い。運営は既に DG-FAARM が担っているが、

技術分野のアドバイザーが一人派遣されている（24年 12月で終了予定）。 

 また、現時点では KOICAとして具体的に計画している支援予定は無い。コムの商業

漁港の建設支援は調査こそ実施されたが、それ以降の実施フェーズには進んでいない。

なお、同調査でのコム港建設コスト概算は 5 千万ドルであった2。 

 

 WorldFish 

国際 NGO である WorldFish は、2010 年から東ティモールでの活動を開始しており、

これまでに大小の案件を含めて、計 78 件のプロジェクトを実施して来た。現在、同

組織が実施中のプロジェクトのうち、沿岸漁業に関連した活動は以下のとおりである。 

 

プロジェクト名 主たる活動 対象地域 

Nutrition 

Sensitive 

Fisheries 

Management 

・食料安全保障と栄養、  

・公平なバリューチェーン、  

・食生活と漁業管理の理解、  

・共同資源管理の実施 

具体的には以下の研修活動等： 

魚の取り扱い／加工研修、保健所での栄養研

修、金融リテラシー研修、魚消費に関する全国

・ Binagua（バウカウ

県）、  

・Ililai、Com（ロウテ

ム県）、 

・ Fatudere/Adarai（ヴ

ィケケ県） 

 

 
2 KOICA の談によれば、現在の東ティモール政府は開発協力機関と多額のローン契約を行なわない方針であるこ

とも、本件が進まない理由の一つと説明している。 
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調査、FADs の配備、知識交換、MPAs の復活、

学校給食プログラム（養殖プロジェクトとの関

連）、バリューチェーン分析、自治体漁業担当

者の能力開発（特に共同管理）。 

Fish Innovation ・ポストハーベスト研修（加工含む） 

・生計向上活動の支援  

（バウカウ県水産局に事務所設置） 

・バウカウ県 

・ロウテム県  

Ikan Ba Futuro 

2023年-2028年 

・漁民の権利とエンパワーメント 

・女性や社会から疎外されたグループが公平

に参加できるコミュニティ漁業グループ設立 

・女性主導のコミュニティ魚類モニタリング

チームの設立（データ収集の支援・実施） 

・栄養不良と持続可能な生態系の両立を目指

した管理ソリューションの設計・実施 

・上記のために東ティモール南岸の海洋資源

の状況把握、および科学に基づく南岸漁業管理

計画の策定 

・マヌファヒ県 

・アイナロ県  

 

 

 

 Blue Ventures 

Blue Venturesは漁業コミュニティの生活改善や沿岸資源管理などの活動を展開す

る国際 NGO である。現在は国内 4 か所（アタウロ、マナトゥト、ベタノ、ヘラ(ディ

リ近郊)）で活動している。活動の柱は、以下の三つ：1)沿岸資源管理、2)加工・流通

支援、3)生計向上・栄養改善支援から成る。これに加えて、マングローブ保全の活動

も一部で行なう。 

 

このうち 1)の沿岸資源管理では、まずコミュニティに資源状況を把握してもらう

ことから始めることが重要との認識に立ち、コミュニティ自身が漁獲高と魚種のデー

タ収集を行なう体制を作った。データ収集については、女性グループを立ち上げ、同

グループに一任する体制である。データはスマートフォン上のアプリケーションを介

して、Blue Venturesに送付される。結果的には、このデータ結果を基にして必要に

応じたアクションプランの作成・実施、タラバンドゥの改訂などに繋げる。 

 

他方、2)の活動はやや少ない。3)の生計向上においては、漁民グループ内での貯金

の奨励を行なっている。栄養改善も重要なテーマと考えており、魚を接種することに

よる栄養改善を進めるため、給食に使用してもらう働きかけ等を行なっている。 

 

なお、Blue Venturesはマナトゥト(ラクロ郡)において、沿岸資源管理に関するタ

ラバンドゥの追加を行なったが、その内容は保護区を設けるものであった。政府が管
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轄する MPAではなく、自主的かつ小規模な保護区（Local Management Marine Area）

を設けるものであった。Blue Venturesによれば、まずは 5年程度施行し、その後の

資源状況をコミュニティで評価し、継続の有無を決定する予定とのことである。 
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第３章 東ティモール沿岸地域における零細漁業とバリューチェーン 

3.1 沿岸漁業 

3.1.1 漁業センター（Fishery Center） 

 東ティモールでは 2種類の漁業センターが存在する。ひとつは、漁業センターと呼

ばれる水揚げ場であり、「地域の漁船が集中的に水揚げする拠点および漁民の集会場」

という意味で概念的に呼称されているものである（以降、「漁業センター（概念的）」

と記す）。他方、もう一つの漁業センターは、文字通り建屋を伴う施設であり、東ティ

モール独立前および独立後に建設された施設である（以降、「漁業センター（構造物

有）」と記す）。下記にそれぞれの施設数を示す。 

 

表 3.1 漁業センターの数と分布 

県 漁業センター（概念的） 漁業センター（構造物有） 

アイナロ 4 - 

アタウロ 15 1 (Biqueli)* 

バウカウ 13 1 (Vemasse) 

ボボナロ 10 1 (Atabae) 

コバリマ 12 1 (Suai Loro) 

ディリ 12 - 

ロウテム 16 - 

リキサ 25 1 (Suco Dato) 

マナトゥト 9 1 (Suco Lamsana) 

マヌファヒ 7 1 (Suco Betano) 

オエクシ 6 1 (Pante Macassar) 

ヴィケケ 11 1 (Uatolari) 

計 140 9 

注 1：カッコ内の地名は所在する郡の名称。カッコ内に Sucoと記載されている地名は村を指す。 

注 2: 9つの漁業センター（構造物有）のうち、リキサとボボナロは 2002年の独立前に建設。他は 2007年に東

ティモール政府によって建設された。 

出所：DG-FAARM資料 

 

 漁業センター(概念的)は全国に 140カ所ある。その分布は北部沿岸を有する県に比

較的多く見られる（81か所。ロウテムとマナトゥトゥは北岸と南岸の両方の海岸線を

有する）。 

 

 他方、施設を伴う漁業センターは全国に 9 か所存在する。これらの多くは水揚げ場

から距離があることに加え、冷凍庫や冷蔵庫がない、もしくは稼働していないため、

漁民の利用は事実上皆無である（県水産職員の事務所として活用されている例や漁民

に対する研修実施場所、集会場所としての利用はある模様）。 
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3.1.2 漁船 

 東ティモールの零細漁船は形状別ではアウトリガー付きとなし、素材別では木造と

FRP、動力別では無動力、船外機（15馬力）とロングテールに分類できる3。 

  

表 3.2 漁船の分類 

船型 材質 動力 長さ 

アウトリガー付き  

 

木造 無動力（オール） 3-4 m 

船外機 15Hp 6-8 m  

FRP 船外機 15Hp 

ロングテール 5.5Hp 

6-8 m 

アウトリガー無し FRP 船外機 15Hp 6-8 m 

 

表 3.3 漁船数 

県 動力船 無動力船 総漁船数 

アイナロ 4 50 54 

アタウロ 284 427 711 

バウカウ 243 208 451 

ボボナロ 266 242 508 

コバリマ 83 173 256 

ディリ 187 302 489 

ロウテム 172 92 264 

リキサ 340 378 718 

マナトゥト 180 36 216 

マヌファヒ 24 207 231 

オエクシ 103 230 333 

ヴィケケ 37 173 210 

計 1,923 2,518 4,441 

出所：DG-FAARM資料 

 

3.1.3 漁具 

 零細漁業で使われている漁具は、刺網と手釣りが主であり、その他に銛、スピアガ

ンも見られる。また、一部の地域ではドナー支援などを契機として浮漁礁（Fish 

Aggregating Device、以下 FAD）を利用している例もあるが、少数の事例に限られる

(詳細計画策定調査団が確認出来たものは、バウカウ県ワタボー村、同県バウカウヴ

 
3 東ティモール民主共和国水産開発アドバイザー業務完了報告書（2023 年 6 月） 
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ィラ郡およびロウテム県コム郡) 4。 

 

3.2 漁民および漁民組織 

全国の漁民数は下表のとおりである。漁民は漁業ライセンスの取得および毎年の更

新が義務付けられている。ライセンス更新には一人当たり 5ドルもしくは漁民グルー

プあたり 5ドルが必要であり、中央の DG-FAARMもしくは県水産局が集金を行なう（下

表 3.4は登録漁民数である）。 

 

漁民組織については、ごく小規模な漁民グループが主であり、5人から 10人の小規

模な組織に留まる例が多い。これは、グループを結成するインセンティブが政府から

の漁具や漁船、エンジン等の無償提供を獲得するための受け皿として結成が必要と認

識しているためである。政府からの提供物は分割や共同管理が難しいため、自ずとグ

ループは親族で構成されたり、キャプテンとクルーで構成されたりする例が多く、結

果として少人数のグループ構成となっている。 

また、一部の地域では漁業協同組合（Cooperative）を結成している例もある(確認

出来ている範囲ではアタウロやバウカウ等)。これらもドナーからの支援を受けて、

組合を結成した例が殆どの様子である。なお、これら組合の存続状況は様々であり、

今般の詳細計画策定調査団が確認したところでは、資金管理の問題で分割したり、メ

リットを見出せずに消失したりする例が見られた一方、アタウロのようにディリに直

売所を設けているような先進事例も見られた。 

 

表 3.4 漁民および漁民グループ数 

県 漁民 漁民グループ 

アイナロ 68 11 

バウカウ 508 73 

ボボナロ 451 70 

コバリマ 586 78 

ディリ/アタウロ 2,391 592 

ロウテム 703 94 

リキサ 1,094 177 

マナトゥト 409 58 

マヌファヒ 390 68 

オエクシ 333 23 

ヴィケケ 361 66 

計 7,294 1,310 

出所：DG-FAARM資料 

 
4 FAD は水深 200 メートル内外の海底にコンクリートアンカーを沈めるが、海流によって短期間のうちに流失し

てしまった事例を聴取した。 
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3.3 水揚げ場等の設備状況 

現在の東ティモールでは、陸揚げするための桟橋や荷役装置を伴う水揚げ場は存在

しない。また、水揚げされた漁獲物を種類やサイズに応じて仕分けする荷役作業場や

冷凍施設なども見られない。 

 

3.4 サプライチェーン/バリューチェーン 

3.4.1 生産 

全国の魚種別生産量の推移は下表のとおりである。イワシやダツなどの魚種が多く

見られる。 

 

表 3.5 全国の魚種別生産量（単位：トン） 

魚種/年 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

イワシ 936.7 1,561.1 1,087.4 1,262.9 1,510.9 1,334.1 736.7 

トビウオ 540.2 553.8 564.3 728.0 694.2 502.5 174.5 

フエダイ 151.7 512.7 424.8 358.5 331.1 223.2 136.7 

フュージリ

ア 
178.1 165.0 205.5 279.6 277.0 255.5 146.6 

ダツ 520.9 886.2 637.3 669.8 619.8 2,459.1 498.3 

アジ/ 

シマアジ 
347.9 485.3 256.0 458.0 404.6 605.9 283.5 

アオチビキ 33.3 322.3 91.4 62.1 66.3 37.3 80.0 

テンジクダ

ツ 
48.7 87.4 340.5 253.8 233.0 169.5 182.1 

サバ 876.2 742.2 580.0 679.2 869.0 496.8 255.6 

ギンカガミ 975.4 126.4 5.5 319.2 343.2 447.0 195.1 

カスミアジ

/アジ 
347.9 485.3 256.0 458.0 404.6 605.9 283.5 

ショートボ

ディサバ 
338.6 132.6 113.4 176.4 152.9 84.9 28.8 

その他 612.2 542.5 603.1 826.4 743.8 694.6 387.7 

注：2024年 8月時点のデータ 

出所：PeskAAS 
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 県別の漁獲量(2023年 1月-9月)は下表のとおりである5。 

表 3.6 県別の漁獲高(2023年 1月-9月) 

県 漁獲高(トン) 

アイナロ 10,030 

バウカウ 7,550 

ボボナロ 3,450 

コバリマ 8,630 

ディリ/アタウロ 1,700 

ロウテム 10,640 

リキサ 14,420 

マナトゥト 5,250 

マヌファヒ 1,250 

オエクシ - 

ヴィケケ 1,100 

不明 7,720 

計 71,720 

出所：DG-FAARM資料 

 

3.4.2 流通・販売 

 流通に関しては、水揚げした場所で仲買人に対して販売することが大半を占め

る。漁民はそれぞれ旧知の仲買人に電話連絡を行ない、水揚げするタイミングで販

売している。この他、幹線道路などの路上で販売することもある。 

 また、上記のとおり、水揚げ場にはコールドチェーンなどのインフラ設備は皆無

である。仲買人さえもクーラーボックスを使っていないことが多く、鮮度を保持し

た流通は限定的な様子である。なお、大規模な製氷機で作った氷を販売する企業は

ないものの、漁民自らの家や村の商店が冷凍庫を利用して、ビニル袋に入れた氷を

販売している例は見られる。漁民も漁獲高が大きい場合には、これら商店で氷を購

入し販売、流通に乗せている。 

 下記に参考として、漁業センター(構造物有)に設置されているコールドチェーン

資機材の配置状況を示す。 

 

表 3.7 漁業センター(構造物有)のコールドチェーン状況 

県 製氷機 冷凍庫 冷蔵庫 

稼働中 故障中 稼働中 故障中 稼働中 故障中 

アイナロ       

アタウロ  1     

 
5 ディリ/アタウロは漁民数も国内最大規模であるため、本データの漁獲高は実際と乖離している可能性が高い。 
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バウカウ  1  4  1 

ボボナロ       

コバリマ       

ディリ  1  8  1 

ロウテム       

リキサ       

マナトゥト       

マヌファヒ       

オエクシ       

ヴィケケ       

出所：DG-FAARM資料 

 

3.4.3 加工 

 これまで政府やドナーが女性グループを対象として、簡易な水産加工品の製造に

ついて度重なる研修を実施してきた。しかしながら、その研修受講者・グループの

多くは販売先を確保することが出来ないまま、生産を停止してしまっている。商品

としてはドライフィッシュやふりかけ、フィッシュボールなどが指導されてきた。

そのため、今般の詳細計画策定調査で水産加工においては、良好な販売を継続して

いる好事例を見出すことは出来なかった。 

 なお、海藻に関しては、ドナーからの生産支援と相まって、生産を始めている漁

民が増加している様子である。海藻は仲買人が一定量まで集約し、インドネシアの

スラバヤに輸出したり、スラバヤを介さずに直接中国やベトナム等に輸出したりし

ている。 

 

3.4.4 消費 

 東ティモールの魚消費量は 7.7 キロ/人/年（FAO、2017 年）となっており、非常に

少ない数値となっている。現在、東ティモール政府は魚消費量を 2028 年までには 10

キロに増加させる目標を掲げている。ただし、この消費量データも推測値であり、実

態としては沿岸地域のコミュニティを中心として、もっと多くの消費量がある可能性

が高い6。 

 なお、これまでのところ魚消費量の増大および魚消費による栄養改善に向けて、NGO

による活動は見られるものの、政府による大々的なキャンペーン活動などは行なわれ

ていない。 

 

 
6 参考として、日本の消費量は 23.4 キロ/年/人である（水産庁、2020 年） 
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3.5 水産資源管理状況 

3.5.1 水産資源管理データ収集の現状 

 東ティモールにおける水産資源管理のための体系的なデータ収集は、2016 年に

MALFF および多くの開発協力機関の支援によって始められたとされている。これが、

沿岸漁業実態把握システム、現地では PeskAAS（Fisheries automated analytics 

system）と呼称されるデータプラットフォームである。PeskAAS については、その

立ち上げ当初から WorldFish が支援を行なってきたが、徐々に MALFF に運営を移管

し、現在では MALFF が運営を担っている。 

 PeskAAS は県別に漁獲高（魚種別）、漁業収入、販売高、保存方法などのデータを

広く網羅しており、ホームページを介して一般にも公開している。 

 

1）データ収集集方法 

 データ収集方法は、各県に MALFF が雇用する調査員／データコレクター計 13 人

が行う。調査員／データコレクターはシステム開始当初に WorldFish から供与された

タブレットを使用し、Kabo Toolbox という名のアプリケーション上で、データを入力

している。Kabo Toolbox に入力されたデータが、PeskAAS に送信・集約される。た

だし、Enumerator が収集できるサンプル数には限界があるため、県全体のデータと

して推計値が出されている。この推計は Kabo Tool が自動で行う仕組みである。 

 

3.5.2 水産資源管理状況の把握にかかる課題 

上記のとおり、PeskAAS が示すデータは推計値であり、しかもサンプル数が極め

て限られるため、実態と差が生じている様子である（詳細計画策定調査での聞き取り

では、調査員／データコレクターが 1 日にデータ収集できるのは 4-5 件程度）。この

乖離は DG-FAARM も自ら認識している。 

PeskAAS の運営が WorldFish から MALFF に移管されたタイミングで、調査員／

データコレクターの雇用者数を削減する必要に迫られたため、自ずとサンプルデータ

も減少することになった。現在では、調査員／データコレクター自らが居住するコミ

ュニティにおいて、4-5 件の漁民から得られる情報が、結果的に県データとなってい

る。 

また、調査員／データコレクターは Kabo Toolbox を利用してデータを収集してい

るが、アプリケーションが要求するデータ項目が数多く、データ 1 件分を完遂させる

ことが調査員／データコレクターだけでなく漁民にも大きな負担になっている可能

性がある。この点においても改善の余地はあると考えられる。 

総じては、PeskAAS というデータプラットフォームこそあるものの、水産資源を

的確かつタイムリーに把握している情報は整備されていないといえる。 
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3.6 タラバンドゥによる水産資源管理 

 タラバンドゥとは端的にはコミュニティの自主性に基づくコミュニティ内のルー

ルもしくはコミュニティ法といえる。タラバンドゥは成文化されており、村長などの

署名を以て承認される。一般的にタラバンドゥは村レベルの行政界で区切られており、

村ごとにタラバンドゥが形成されていることが多い様子である。 

 

 他方、沿岸資源管理の観点におけるタラバンドゥの規則は、さほど多くない。今般

の詳細計画策定調査で確認できた水産資源管理に関係するタラバンドゥは下記のと

おりである。 

 

表 3.8 沿岸資源管理に関するタラバンドゥの例 

地名 タラバンドゥ内容 

ボボナロ県アイダバラテン村 ・ダイナマイト漁および魚毒漁を禁止する 

バウカウ県ワタボー村 ・ダイナマイト漁禁止 

・希少生物の捕獲禁止 

マナトゥト県ラクロ郡 

アタウロ県 

・保護区内の漁業を禁止する 

（コミュニティのイニシアティブによる保護区：Local 

Management Marine Area の設置。 

 

 他方、ドナー支援を介して、沿岸資源管理に関するタラバンドゥの追加を行う例も

見られる。上表内のマナトゥト県ラクロ郡の事例では、コミュニティのイニシアティ

ブによる保護区（Local Management Marine Area）を設けた。これは政府が規定する

MPA よりも小規模な保護区である。このラクロ郡での取り扱いとしては、5 年程度施

行し、その後の資源状況をコミュニティで評価し、継続の有無を決定する予定とのこ

とであった。また、アタウロ県でもドナー支援を受け、同様のコミュニティのイニシ

アティブによる保護区が設けられている。同県は複数のドナー支援によって、県内で

計 12 のタラバンドゥが設けられており、2025 年には更に 1 つのタラバンドゥが追加

される予定である。 

 詳細計画策定調査団が確認したところでは、総じて：①タラバンドゥを持たず、政

府の規則によって漁業を行なうコミュニティ、②タラバンドゥはあるが、漁業関係で

はごくわずかのルールだけがあるコミュニティ、③ドナー支援によってタラバンドゥ

が作成されており、保護区が設定されているコミュニティの大きく 3種類が見られた。

ただし、③のコミュニティにおいても設定されている内容は、保護区の設定に焦点が

当たっている例が多く、網のメッシュサイズを規定するまでのルールを設けている例

は確認できなかった。 
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3.7 水産行政システムと技術普及体制 

3.7.1 水産行政 

東ティモール国の水産行政を司るのは MALFF の DG-FAARMである。同省は 2024 年

2月 2日付け大臣令 No.3で省内の組織構成を変更しており、現在は同総局の下に 5つ

の部局（National Directorate）が設けられている。 

 

表 3.9 漁業・養殖・水産資源管理総局内の組織構成 

National Directorate Department 

研修・漁業養殖研究局 

Training and Technical 

Studies of Fisheries and 

Aquaculture 

1. 水産養殖インフラ整備  

2. 水産養殖研究開発 

3. 水産養殖技術開発 

1.Infrastructure Installation of Fisheries and 

Aquaculture 

2. Research and Development of Fisheries and Aquaculture 

3. Technical Formation of Fisheries and Aquaculture 

養殖局 

Aquaculture 

1. 孵化場管理 

2. 食料安全保障、魚の健康/環境 

3. 汽水、海洋養殖生産 

1. Hatchery Management 

2. Food Security, Fish Health, and Environment 

3. Fish Farm Production at brackish water, Marine and 

Sali culture 

漁業局 

Fisheries 

1. 港・水揚げ地・漁業センター 

2. 漁具 

3. 漁獲・ポストハーベスト 

1. Port, Fish Landing, and Fishery Center 

2. Fishing Gear 

3. Capture and Post Harvest 

海洋計画・海洋資源管理局 

Marine Spatial Planning and 

Aquatic Resources Management 

1. 海洋空間計画 

2. 海洋生物多様性と海洋水域環境の保全 

3. 漁業免許 

1. Marine Spatial Planning 

2. Conservation of Marine Biodiversity and Marine 

Aquatic Environment 

3. Fishing License 

漁業検査局 

Fisheries Inspection 

1. 監視、インフラ整備、違法行為制裁 

2. 海洋資源、漁業、養殖業監督 

1．Monitoring, Infrastructure Improvement and Sanction 
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for Illegal Activities 

2． Supervision of Marine Resources, Fisheries and 

Aquaculture 

 

 DG-FAARM全体の雇用形態別の人数構成は以下のとおりである。 

 

表 3.10 漁業・養殖・水産資源管理総局の職員人数構成 

 

部 技術部門 管理部門 計 

正規 契約 正規 契約 

男 女 男 女 男 女 男 女 

研修・漁業養殖研究局 8 2 24 12 1 - - - 47 

養殖局 17 1 39 13 - - 1 - 71 

漁業局 11 3 7 4 - - - 2 27 

海洋計画・海洋資源管

理局 
23 1 21 8 2 - 3 4 62 

漁業検査局 14 - 16 11 2 - 2 1 46 

計 73 7 107 48 5 - 6 7 253 

出所：DG-FAARM資料 

 

 それぞれの局の業務所掌は以下のとおりと規定されている（主たる業務を抜粋して

記載）。 

 

研修・漁業養殖研究局 

 持続可能な発展を確保するために、水生生物資源を発見するための研究を推進す

る 

 東ティモールの漁業、青少年、養殖業者の技術的専門性を向上させることを目的

とした、技術専門家レベルの研修活動を実施する 

 水産・養殖・海洋の分野における科学的研究と段階的技術開発を、東ティモール

省の所管部門と協力して実施する 

 短期・中期・長期の技術的枠組みの更新された研修プログラムを活性化し、実行・

実施する 

 

養殖局 

 政策の策定を支援、評価し、養殖のためのインフラと設備の能力と質の向上、改

良された繁殖魚と稚魚の質の向上、養殖生産量の増加、技術の応用、養殖、魚の健康

と環境の管理、魚の飼料の入手可能性、および養殖の増加に関する報告書を作成する 

 養殖のインフラ能力と品質を高め、ブリーダーの品質と他の魚の稚魚の品質と稚
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魚の品質を向上させるための規範、基準、手順と基準を開発する 

 養殖のためのインフラ能力と質を向上させ、養殖に関連するビジネスを拡大する

ための技術指導と監督を行う 

 他の関連団体との連携のもと、養殖開発への民間セクターの参加を促す戦略の定

義に協力する 

 

漁業局 

 水産基盤の能力と質を高めるための規範、基準、手順、基準を策定する 

 内外の市場への供給の観点から水産業を振興・発展させる 

 水産物の量と質を高めることを視野に入れたプログラムを実施する 

 漁業区域と最大漁獲量の定義に関して、漁業免許の付与に関する法律で総局に与

えられた権限を行使する 

 漁獲物の検査及び水揚げのための漁港を決定し，指定する 

 水産・養殖製品および海洋の生産、加工、輸送、保管、流通における技術的・衛生

的要件を定め、遵守する 

 魚の輸送、保管、加工、販売に適用される品質と衛生状態の規範を定める規則を

策定し、実施する 

 生物資源の持続可能な利用を確保する 

 海洋種の保護及び保全措置を実施する 

 海洋公園と海洋保護区に適用される規則と規範を実施する 

 生物資源の効率的かつ持続可能な管理のために必要な規則を策定する 

 漁業資源の政策立案と管理における漁業コミュニティの参加を確保する 

 

海洋計画・海洋資源管理局 

 国家海洋空間計画、海洋地域の地図作成計画、データと空間政策、漁獲と水産資

源の管理の範囲における政策の策定および技術指針を策定する 

 東ティモール内水域、群島水域、経済排他的経済水域における水産資源の持続可

能な管理の領域における政策、規範、手続き、基準、技術指針、評価を実施し、漁業

資源管理を監視・評価する 

 国家管轄区域で利用可能な漁業生物資源の開発の持続可能性を確保する 

 海洋種の保護・保全措置を実施する 

 海洋公園および海洋保護区に適用される意見書を発行し、規則および規範を実施

する 

 水生生物資源の効率的かつ持続可能な管理のために必要な規則を策定する 

 政策の策定と水産資源の管理への漁業コミュニティの参加を確保する 

 

漁業検査局 

 漁業・養殖活動の監督・検査 
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 漁業検査官と監視員の活動を調整し、海洋汚染を保護・防止する 

 漁業に適用される法令に規定された違反通告を収集し，それぞれのプロセスの調

査及び制裁の適用を実施する 

 罰金または手数料の支払いに関するファイルを処理する 

 漁船の情報システムと継続的監視を管理する 

 

 このうち、特に本プロジェクトの主たるカウンターパートとなる漁業局の各部局に

おける業務内容は下表のとおりである。記載の業務内容は、それぞれの部長の口頭に

よるものであるが、日常的に従事している業務内容を端的に示しているといえる。 

 

表 3.11 漁業局各部署の主たる業務内容 

部署名 主たる業務内容 

港・水揚げ地・漁業センター部

Port, Fish Landing, and 

Fishery Center 

1）漁港管理、2）水揚場の管理、3)Fishery Centerの運営、

維持管理 

漁具部 

Fishing Gear 

1）漁民に対する漁船、エンジン、漁具等を無償提供するプ

ログラムの計画・実施、2）漁具使用法の研修実施 

漁獲・ポストハーベスト部

Capture and Post Harvest 

1）水産セクターにかかるデータ収集、2）水産加工に関す

る研修実施 

出所：調査団聞き取り 

 

この他、地方には県水産局が置かれており、所長（Municipality Coordinator）を

長として、県内の漁業に関する 1)データ収集、2)沿岸資源モニタリング、3)DG-FAARM

が実施する各種プログラムのサポートを行なっている7。所内は沿岸漁業と内水面養

殖を担当する部に大きく分かれている例が多い。下記に県水産局の職員数を示す8。 

 

表 3.12 県事務所の職員数 

  ｱｲﾅﾛ ｱﾀｳﾛ ﾊﾞｳｶｳ ﾎﾞﾎﾞﾅﾛ ｺﾊﾞﾘﾏ ディリ ﾛｳﾃﾑ リキサ ﾏﾅﾄｩﾄ ﾏﾇﾌｧﾋ ｵｴｸｼ ｳﾞｨｹｹ 

正規 2 3 10 2 2 4 9 3 2 2 2 4 

契約 5 2 16 16 4 14 13 51 2 15 4 6 

計 7 5 26 18 6 18 22 54 4 17 6 10 

出所：DG-FAARM資料 

  

 
7 農業セクターは県行政府に農業局が置かれている一方、水産セクターは中央 MALFF の県事務所に位置付けら

れている。 
8 これら職員にはデータ収集に特化する、Enumerator と呼称される職員も雇用されており(表 3.12 内の人数に加

算済み)、全国に 13 人が居る。 
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3.7.2 技術普及体制 

 漁民に対する技術普及は、漁業局の漁具部が漁法や漁具使用、エンジンのメンテナ

ンス方法にかかる指導を行なう。また、同じく漁獲・ポストハーベスト部が水産加工

にかかる研修を実施する体制である。研修・指導活動は年間活動計画に基づき、実施

されているとのことであるが、今般の詳細計画策定調査では明確に記載のある活動計

画書は確認できなかった。 

 なお、漁業総局内の研修・漁業養殖研究局はリキサ県にある国立漁業揚力研究教育

機構（NIFA）において、漁業総局および県水産局職員向けの研修および一部の漁民向

けに研修を行っているが、全て内水面養殖にかかる研修である。 

 

3.8 訪問サイトにおける現状と課題の分析 

 今般の詳細計画策定調査において訪問したサイトは以下のとおりである。 

 

表 3.13 訪問サイト一覧 

県 

Municipality 

郡 

Post Administrative 

村 

Suco 

区 

Sub village 

バウカウ Vemasse Carabela  

Baucau-Villa Buruma Wataboo 

Laga Libagua Werumata 

ロウテム Lautem Com  

マナトゥト Manatuto-Villa Aitehen  

アタウロ  Bikeli Ilicnamo 

 Marumeta Usubemasu 

 

 今般の詳細計画策定調査団が訪問したサイトにおける現況は、別添のとおりである。

また現地の漁民との聞き取り調査において、挙げられた主要なニーズ・課題は以下の

とおり。 

① 漁具・漁法の改善（伝統的な漁具・漁法に留まっている。そのため、漁獲量も低

調である） 

② 漁船、エンジンの改善（漁船が小さく、無動力船もまだ多い。そのため漁場が限

定されてしまう） 

③ 漁船、エンジンの修理・メンテナンスの実施（予防的メンテナンスの不足、修理

場所の不足、スペアパーツの入手経路不明） 

④ コールドチェーンの改善（氷を使わないため、鮮度を維持できない） 

⑤ 流通チャンネルの多様化（販路を伴う水産加工品の製造、販売が出来ない。旧知

の仲買人への販売が主であり、販売先の選択肢が少ない） 
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第４章 プロジェクトの基本計画 

4.1  プロジェクトの協力枠組み 

 本プロジェクトの協力枠組みは以下のとおりである9。 

 

 上位目標 

東ティモールのプロジェクト対象地域＊において、持続的な沿岸漁業振興に係る漁業

コミュニティへの活動が継続されている。  

(指標) 

1 沿岸漁業振興のための継続計画が DG-FAARMにより実行される。 

2 プロジェクトで対象とした漁民のうち、漁業収入が向上した漁民が XX％以上とな

る 

 

＊プロジェクト対象地域とは「パイロットケースとして選定される対象地域を指し、

プロジェクト実施後に JICA 専門家及び DG-FAARM が決定する」と定義した。 

   

 プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域での持続的な沿岸漁業の振興に向けた、水産局とコミュニティ

の能力が向上する 

(指標) 

1 沿岸漁業振興のための継続計画および普及計画が MALFFに承認される 

2 プロジェクト対象漁民の漁獲量が増加する（プロジェクトが対象とする総コミュ

ニティ数のうち、過半が増加していること） 

3 プロジェクト対象漁民の漁獲物・加工物販売による収益が向上する（プロジェク

トが対象とする総コミュニティ数のうち、過半が増加していること） 

 

 成果 

成果 1 パイロットプロジェクトを通じて、DG-FAARMの事業運営管理能力が強化され 

る 

成果 2 プロジェクト対象地域において、沿岸漁業の生産性*向上に係る能力が強化

さ 

れる 

成果 3 プロジェクト対象地域において、水産物の販売促進に係る能力が強化される 

 

＊生産性とは、「漁獲量、対象魚種、操業コスト・時間の削減等の実績」と定義した。 

 

 
9 本プロジェクトの PDM では、プロジェクト名、実施機関、実施期間、上位目標、プロジェクト目標、日本側

投入について、注記として「これらの項目は、RD 添付のプロジェクト説明書により修正される」ことを付記し

た。 



24 
 

 活動 

成果 1 パイロットプロジェクトを通じて、DG-FAARMの事業運営管理能力が強化される 

1-1 沿岸漁業振興に係る DG-FAARMによる漁民への支援体制の現状と課題を把握する。 

1-2 パイロットプロジェクトの計画を作成する。（選定された対象サイト毎に PDM・PO作成） 

1-3 パイロットプロジェクトに係る資機材の選定、調達経路の特定、仕様書の作成を行う。 

1-4 パイロットプロジェクトに係る資機材の維持管理に必要なリソース（人員、予算、サプ

ライヤー）を特定する。 

1-5 生産性向上・販売促進に係る地域間の技術交流を実施する。 

1-6 パイロットプロジェクトのモニタリングを行う。 

1-7 パイロットプロジェクトの評価と活動計画を改善する。 

1-8 プロジェクト終了後の対象サイトでの継続計画・他地域への展開計画を策定する。 
 

成果 2 プロジェクト対象地域において、沿岸漁業の生産性向上に係る能力が強化される。 

2-1 対象サイトにおける沿岸漁業に関する、現状、課題、ニーズを確認し、各サイトの漁業

レベルを類型化する。 

2-2 対象漁民に対するベースライン調査（漁獲・販売）を実施する。 

2-3 漁民コンサルテーションを通じて、沿岸漁業改善のパイロットプロジェクトの計画（生

産性向上・販売促進）を策定する。 

2-4 漁獲・販売に係るログブックを作成する。 

2-5 漁獲・販売に係るログブックの活用に関する研修を実施する。 

2-6 資機材の維持管理に関する研修を実施する。 

2-7 漁具・漁法改善の研修を実施する。 

2-8 ログブックの漁獲高分析結果に基づいた沿岸資源管理に関する研修を実施する。 

2-9 沿岸漁業の生産性向上・販売促進に係る地域間の技術交流を実施する。 

2-10 漁具・漁法改善・ログブック使用に関するマニュアルを作成する。 

2-11 対象漁民に対する、エンドライン調査（漁獲・販売）を実施する。  

成果 3 プロジェクト対象地域において、水産物の販売促進に係る能力が強化される。 

3-1 対象サイトにおける漁獲物の販売経路、販売量、市場ニーズを調査する。 

3-2 対象漁民に対するベースライン調査（漁獲・販売）を実施する。 

3-3 バリューチェーン関係者（漁民・仲買人・市場関係者）を集めた協議を行う。 

3-4 漁獲・販売に係るログブックを作成する。 

3-5 漁獲・販売に係るログブックの活用に関する研修を実施する。 

3-6 資機材の維持管理に関する研修を実施する。 

3-7 販売促進（漁穫後処理、加工販売、販路開拓）に関する研修*を実施する。 

3-8 沿岸漁業の生産性向上・販売促進に係る地域間の技術交流を実施する。 

3-9 販売促進方法・ログブックに関するマニュアルを作成する。 
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3-10 対象漁民に対する、エンドライン調査（漁獲・販売）を実施する。 

 

＊3-7に記載の研修とは、「東ティモールとインドネシアでの研修の双方を含む」もの

と定義（注記）した。 

 

4.2  プロジェクトの実施体制 

 プロジェクトの実施体制は下図のとおりである。東ティモール側は MALFFの漁業担

当次官が JCCチェア、DG-FAARMの総局長がプロジェクトダイレクター、漁業局の局長

がプロジェクトマネージャーを務める。カウンターパートには漁業局内の漁具部、漁

獲・ポストハーベスト部、港・水揚げ場・漁業センター部から職員が参加する。 

また、DG-FAARM の事業運営管理能力強化の観点から、DG-FAARM の他部局である研

修・漁業養殖研究局、海洋計画・海洋資源管理局、漁業検査局も実施体制図内に組み

込んでいるが、プロジェクトへの参加頻度や関わり方などの詳細については、プロジ

ェクト実施中に検討する。 

 

 
図 4.1 プロジェクト実施体制概念図 

 

4.3  パイロット事業サイト選定および内容 

 本プロジェクトの対象地は、広く東ティモール北岸に所在するボボナロ県、リキサ

県、ディリ県、マナトゥト県、バウカウ県、ロウテム県及びアタウロ島である。これ

ら対象地の中から、プロジェクト開始後に JICA専門家と DG-FAARMとの協議によりパ

イロットプロジェクト対象地を決定する。 

 現時点では、パイロットプロジェクトの対象地は漁獲技術のレベルに基づき 3か所

程度を想定している。具体的には、漁業技術が比較的進んでおり中型～大型魚の漁獲
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可能性があるロウテム県コム、小型エンジン付きの船で沿岸から離れた海域で漁業を

実施するバウカウ県ラガ、無動力船で沿岸漁業を実施するバウカウ県ベマッセが、パ

イロットプロジェクト対象地として検討できる。 

  

 パイロットプロジェクトの内容は、「生産性向上」の観点において漁具・漁法の改善

指導、漁獲高や販売額、操業コストなど基礎データの管理・使用方法の指導（ログブ

ックの導入）、漁具や漁船、エンジン等の資機材維持管理面においてスペアパーツ販

売先情報等の提供などを行う。また、「販売促進」の観点においては、水産加工品の多

様化、鮮度の向上に加え、漁獲物および水産加工品の販路拡大・販売促進活動を展開

する。 

 

4.4 必要な投入要素 

4.4.1 人的投入 

 長期専門家 3名（チーフアドバイザー、専門家（水産開発）、業務調整／専門家（販

売促進）を計画する。この他に短期専門家（各技術分野を想定）、第三国専門家（イン

ドネシアを想定）。の投入も行なう。 

 

4.4.2 物的投入 

 パイロットプロジェクトの内容に合わせて、投入要素の詳細は変わるものの、現時

点では以下が想定されている。 

・3-5トン船を 1隻（想定ではコム） 

・FADを 10セット 

・（漁獲増に合わせて）クーラーボックス 

・プロジェクト車両 

 

4.5 インドネシアとの連携方策 

 本プロジェクトにおいては、インドネシア国海洋水産省人材開発庁傘下の機関によ

るインドネシアでの研修員受け入れ（第三国研修）、および/もしくはインドネシア人

の短期専門家派遣（第三国専門家）を計画する。 

 詳細計画策定調査において想定できる技術移転項目として以下が挙げられる。 

 

表 4.1 インドネシアとの連携による技術移転項目案 

東ティモール側の開発ニーズ 可能性のある技術移転項目 研修想定 

沿岸から遠く離れた漁場の探

査（沖合 12～20 マイル程度）  

 

・3～5GT FRP 船の導入 

・FRP船建造技術の向上 

・FRP 漁船建造技術の理論と

実践 

新漁具・漁法の導入：小型巻き

網、延縄、底引き網、ルンポン

・新しい漁法や改良された漁

法 

・多様な沿岸漁業技術に関す

る理論と実践 
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（FADs） などの新・改良漁業

技術 

・新たな/改善された漁法のパ

イロット導入 

エンジンの修理・整備技術の

向上 

・エンジンの修理・整備に関す

る研修 

・スペアパーツのサプライチ

ェーン改善 

・エンジンの修理・整備技術の

実習 

国際標準に合致した海上安全

の確保 

・漁船員に求められる最小限

の国際基準として、教育訓練

や資格証明の要件等を定めて

いる国際条約（STCW-F）のため

の基礎安全訓練 

・基礎安全訓練施設の設置  

・基礎安全訓練トレーナーの

育成 

船上及び陸上での魚取扱いの

向上 

・氷の利用促進 

・魚処理技術の向上 

・魚処理方法の理論と実習 

 

4.6  実施上の留意事項 

 詳細計画策定調査時点における実施上の留意事項として、以下の点が挙げられる。 

 

 カウンターパートの異動可能性および職員の雇用ステータス 

 東ティモールでは5年毎の国政選挙の結果に伴い、職員が異動となるケースが多い。

本プロジェクトが予定通り開始に至れば、本プロジェクト実施期間中に選挙はないと

予測できるものの、何れにしてもプロジェクト実施もしくはプロジェクトの持続性に

影響が生じる可能性はある10。 

 また、東ティモールの省庁では多くの職員が終身雇用のステータスを持っておらず、

契約ステータスで従事している。特に若手職員はその能力の有無に関わらず、契約ス

テータスであることが殆どである。このステータスゆえに離職が多いといった問題は

今般特に聴取されなかったが、多くのカウンターパートの雇用ステータスが盤石では

ないことには留意しておく必要がある。 

 

 DG-FAARMおよび県水産局の限られた人員体制 

 上記の雇用ステータスの課題に加えて、そもそも本省である DG-FAARM および県水

産局の人員数は決して潤沢とは言えない。国内全体を管轄しているにもかかわらず、

DG-FAARM の職員数は 27 名に過ぎない（総務管理系の職員が実態として、多数存在す

る模様）。また、県水産局も職員数が限定的である上に、山間部の内水面養殖に人員を

多く充てている県もある（ボボナロ県など）。加えて、DG-FAARM および県水産局とも

に、これまで中長期的な戦略策定やプロジェクトの運営管理を経験していない職員が

 
10 直近の選挙は 2023 年 5 月 21 日に実施された。次回選挙日は発表されていないが、過去の例に倣えば 2028 年

5 月と予測できる。 
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殆どである。 

 そのため、本プロジェクトはカウンターパート人数が限定的である可能性が高いこ

と、更にはカウンターパートは業務経験の蓄積が限定的である可能性を前提条件とし

て、プロジェクトが掲げる技術達成レベルを定めることが重要である。 
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第５章 評価結果 

5.1  評価手法 

プロジェクト実施にあたり、その実施にかかる必要性を確認するとともに、協力内

容や予想される協力効果（プロジェクト終了後までを視野に含む）の検証を目的とし

て、事前評価を実施する。事前評価においては、計画内容について DAC評価 6項目の

観点から検証する。対象 6項目の骨子は下記の内容である。 

 

出所：JICA事業ハンドブック（Ver 2.0）2021年 3月 

 

5.2  評価結果 

5.2.1 妥当性 

1) 東ティモール国政府の政策との適合性 

東ティモール国の長期的かつ国家の根幹的な開発基本方針を示す、「戦略的国家開

発計画（2011-2030年）」は、水産業を同国の経済セクター開発における重要な柱のひ

とつに位置づけている11。計画では、同国が豊かな水産資源を有しているにもかかわ

らず、依然として伝統的な自給レベルの漁業に留まっているため、今後は沿岸漁業の

生産性を高めることを掲げている。そのため、同計画では「漁業者と養殖コミュニテ

ィのエンパワーメント促進」、「市場リンク（国内市場と輸出市場）と輸送体制の確立」、

 
11 開発計画自体は大きく、①社会資本、②インフラ開発、③経済開発、④組織・制度の 4つの側面において、そ

れぞれで重要な対象サブセクターを取り出し、現状課題および今後の戦略計画を示している。水産業について

は、③経済開発のサブセクターとして取り上げられており、水産業の他には農業・林業、石油、観光が対象とな

っている。 

（１） 妥当性 

 妥当性は、プロジェクトの目標及び内容が、東ティモール国の政策やターゲットグループのニーズに合致し

ているか否か、プロジェクトアプローチとしての適切さ等を評価する。 

 

（２） 整合性 

整合性は、プロジェクトの目標及び内容が、日本国の対東ティモール国協力方針に合致しているか否か、日

本および他ドナープロジェクトとの相乗効果や連携性が示されているか等を評価する。 

 

（３） 有効性 

 有効性は、プロジェクトによって産出された成果により、どの程度プロジェクト目標が達成されたのか、あ

るいは達成が見込まれるのか等を評価する。 

 

（４） 効率性 

 効率性は、実施過程の中で様々な投入がいかに効率的に成果に結びつけられたか、人的投入、物的投入、研

修等の各側面から評価する。 

 

（５） インパクト 

 インパクトはプロジェクト実施の結果、起こる影響や変化を評価する視点である。インパクトは上位目標に

対する影響のほか、直接的・間接的な影響・変化、望ましい、あるいは望ましくない影響・変化など様々な側

面が含まれる。 

 

（６） 持続性 

 持続性は、外部からの支援がなくなった段階でもプロジェクトの便益が持続するかどうかという視点におい

て評価する。 
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「品質管理と漁業資源のモニタリング」など、今後の水産業の発展を促すための多様

な取り組みを掲げている。 

また、第 9次政権プログラムは上記の国家計画に対する具体的な取組みを示してお

り、漁獲高向上および持続的な漁業に資する漁法の導入、漁網網目のサイズなど漁業

管理にかかる法規制の整備、漁民への研修強化などを挙げている。 

 本プロジェクトは、伝統的な沿岸漁業に従事する漁民コミュニティに対して、有効

性かつ持続性の高い漁法の導入やコミュニティ主体の沿岸漁業管理を促す取り組み

であり、上記の国家政策が目指す内容と整合している。 

 

2) ターゲットグループのニーズとの整合性 

東ティモールは豊富な海洋資源に恵まれているものの、漁民の多くが未だに伝統的

な漁具・漁法の利用に留まっているため、漁獲量は極めて限られており、そのポテン

シャルを活かしきれていない。また、水産加工も規模の大小に限らず、殆ど行われて

いないのが実態である。 

他方、同国の水産セクターを司る MALFF の DG-FAARM 職員も、漁民に対する漁船や

エンジンの無償提供プログラムの実施や年に数回程度のエンジン・メンテナンス研修

などにおける現場活動の実績はあるものの、体系的に漁業振興を目した事業の計画、

モニタリング、評価といった事業運営管理の経験は極めて限られている。そのため水

産セクター行政官として、短期的のみならず中長期的視点での漁業振興に向けた計画

策定、事業運営管理に係る能力強化も、同国の水産セクター振興のために求められて

いる状況にある。 

本プロジェクトは上記課題の解決のために、パイロットプロジェクトの実施を通し

て、漁民の漁具、漁法の改善や水産加工などの販売促進活動、更には水産セクター行

政官の能力強化を行なう内容となっており、ターゲットグループのニーズに整合した

内容である。 

 

3) 手段としての適切性 

下記の観点から、本プロジェクトは手段としての適切性を十分に有しているものと

考えられる。 

 

a.ターゲットグループの適切性 

本プロジェクトのターゲットグループは、DG-FAARMおよびパイロットプロジェクト

を実施する県水産局の職員である。東ティモールの水産セクターを司る司令塔として

の DG-FAARM および漁民に対する日常的な支援を担当する県水産局を技術移転のター

ゲットグループかつカウンターパートとすることは妥当である。 

また、受益者という観点においてはパイロットプロジェクト対象地の漁民や仲買人、

水産物販売者も含まれる。対象地の漁民たちは、プロジェクト期間中および終了後に

はモデル地域としての活躍が期待されており、その観点においては能力向上への意識



31 
 

が高い集団が選ばれる可能性が高い。そのため、自ずと適切かつ有効性が期待できる

ターゲットグループが選定されるものと期待できる。 

 

b.日本の技術の優位性 

日本には沿岸漁業管理にかかる長年の経験と教訓が豊富に蓄積されている。それ

らは漁法や漁具、水産加工等の技術的側面のみならず、行政や漁民組織それぞれに

よる役割分担やデータ管理など、水産開発や資源管理にかかるメカニズムの観点に

も亘っている。本プロジェクトは、これらの長年に亘って培った日本の経験知を有

効に活用することが可能である。 

また、日本は多くの国々において沿岸漁業管理にかかる技術協力プロジェクトを数

多く実施してきた。これら技術移転での各種経験・教訓ならびに多岐に亘る研修コン

テンツを、本プロジェクトでは有効に活用することが期待できる。 

 

5.2.2 整合性 

1) 日本の援助政策との整合性 

我が国の対東ティモール国別開発協力方針（平成 29年 5月）は、「持続可能な国家

開発の基盤づくり支援」を大目標としながら、重点分野のひとつとして「産業の多様

化の促進」への支援を謳っている。同分野では「農水産を含む産業の育成並びに効率

化の促進及び産業人材育成のための支援を行う」ことが示されている。 

また、JICA 支援政策に対しても整合性が確認できる。JICA が開発の主方針とする

グローバルアジェンダ及びクラスター戦略（農業・農村開発）では、4 番目のクラス

ター戦略として「水産ブルーエコノミー振興」を掲げている。同戦略は「2030 年まで

に、水産資源の持続的な利用により、経済的便益が増加する」ことを達成指標として

おり、本プロジェクトは同指針に合致している。 

 

2) 日本および他の開発協力機関による事業との連携・相互補完性 

a.日本の事業との連携・相互補完性 

これまでの我が国による水産セクターへの主要な支援は以下のとおりである。 

 水産開発アドバイザー（2022年 1月から 2023年 6月） 

 本プロジェクトは、上記支援を通して判明した課題や検討を重ねて来た解決策を本

格的に導入するものである。そのため、本プロジェクトはこれまでの支援の蓄積を引

き継ぐものであり、この観点において高い継続性および補完性を有していると表現で

きる。 

 他方、本プロジェクトではインドネシア共和国における技術協力プロジェクト「離

島における持続的水産開発促進プロジェクト（2019年～2025年）」との連携を想定し

ている（詳細は 4.6 インドネシアとの連携方策参照）。 
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b.他の開発機関による事業との連携・相互補完性 

本プロジェクトと直接連携する活動は、現時点では想定されないが、開発協力機関

同士が知見を共有する連携効果は期待できる。なお、現在 UNDP が ATSEA フェーズ 3

の実施を計画しているが、南岸を対象としているため、本事業との重複は想定されな

い。 

 

5.2.3 有効性 

1) 計画の論理性 

本プロジェクトは「持続的な沿岸漁業の振興に向けた、DG-FAARMとコミュニティの

能力向上」をプロジェクト目標として掲げている。その目標達成に向けて、「DG-FAARM

の事業運営管理能力強化（成果 1）」、「沿岸漁業の生産性向上に係る能力強化（成果

2）」、および「水産物の販売促進に係る能力強化（成果 3）」をそれぞれ成果として位

置づけ、プロジェクトをデザインしている。 

成果 1 の DG-FAARM については、特に事業運営管理の側面に焦点を当てた能力の強

化を目指すものであり、本成果の達成はプロジェクト目標の達成に直結するものであ

る。また、成果 2と成果 3は主にはプロジェクト対象地の漁業関係者の能力強化を図

るものであり、ここでは漁具、漁法の改善などによる生産性向上と水産加工や販路開

拓などの販売促進能力に焦点を当てている。これらも同様にプロジェクト目標が示す

コミュニティの能力向上に直結するものとなる。 

このように、成果はプロジェクト目標を達成する重要な構成要素となっており、成

果-プロジェクト目標の因果関係は成立している。 

 

2) プロジェクト実施にかかる外部条件 

本プロジェクトの外部条件として、「東ティモール政府による沿岸漁業振興に係る

政策に大きな変更がない」、「DG-FAARMの組織体制に大きな変更がない」ことを上位目

標レベルの外部条件とした。また、「気候変動などの自然条件によって、沿岸漁業資源

に大きな変動がない」、「違法漁業などによって、日常の漁業活動が妨害されない」、

「DG-FAARM の組織体制に大きな変更がない」ことをプロジェクト期間中の活動から

プロジェクト目標レベルの外部条件として列挙した。 

詳細計画策定調査時点において、これら外部条件の充足を懸念するような情報はな

かったため、現時点では外部条件による影響は少ないと考えられる。 

 

5.2.4 効率性 

1) 人的投入 

a.日本側投入 

本プロジェクトでは、成果 1から成果 3までの技術テーマを網羅するために、チー

フアドバイザー、水産開発、業務調整／販売促進の計3分野の専門家を投入する予定。

チーフアドバイザーはプロジェクト全体の運営管理を担うとともに、DG-FAARM の事
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業運営管理能力強化に従事する（成果 1）。また、水産開発専門家が成果 2の生産性向

上、業務調整／販売促進専門家が成果3の販売促進能力向上を主に担当する。総じて、

各専門家の所掌が成果単位で明確化されており、且つ個々専門家の有する技術知見を

適所で活用できることから、効率性が期待できる投入となっている。 

 

b.東ティモール側投入 

東ティモール側は DG-FAARM の総局長がプロジェクトダイレクター、漁業局の局長

がプロジェクトマネージャーを務める。カウンターパートには漁業局内の漁具部、漁

獲・ポストハーベスト部、港・水揚げ場・漁業センター部から職員が参加する予定で

あり、プロジェクト内容に照らして適正な人的投入が計画されている。 

なお、DG-FAARM の事業運営管理能力強化の観点から、DG-FAARM の他部局である研

修・漁業養殖研究局、海洋計画・海洋資源管理局、漁業検査局も実施体制図内に組み

込んでいるが、プロジェクトへの参加頻度や関わり方については、プロジェクト実施

中に検討することとした。 

 

2) 物的投入 

a.日本側投入 

本プロジェクトにおける物的投入は、パイロットプロジェクトでの活動向けに 3-5

トン船（1 隻）、FAD（約 10 セット）、クーラーボックス等を計画する。これまで他ド

ナー案件が維持管理の面で苦慮して来た製氷機や冷凍庫などのコールドチェーン資

機材については、今般詳細計画策定調査でもその持続性を確信できなかったため、本

プロジェクトでは投入を計画していない。 

このように本プロジェクトは持続性も考慮しながら、プロジェクト効果を最大化す

る投入が計画されているものと評価できる。 

 

b.東ティモール側投入 

東ティモール側は MALFF内に専門家執務室を提供し、且つ関連の光熱費等を負担す

る（ただし、詳細計画策定調査時点において執務室の具体的な場所は調整中）。なお、

カウンターパートの日当や宿泊、交通費についても東ティモール側が負担することを

基本方針とするものの、同国の予算申請時期と本プロジェクト開始のタイミングが合

わないために初年度は負担が出来ない可能性があることや、予算申請時期のタイミン

グ如何に関わらず、MALFF の予算獲得が難しい可能性もある。そのため、今後および

プロジェクト開始後も含めて、より現実的な投入について両国間で検討、調整する方

針である。 

 

3) 第三国研修 

本プロジェクトにおいては、インドネシア国海洋水産省人材開発庁傘下の機関によ
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るインドネシアでの研修員受け入れ（第三国研修）、および/もしくはインドネシア人

の短期専門家派遣（第三国専門家）を計画している。東ティモールとインドネシアで

は自然環境や漁民コミュニティが似通っていることや、導入効果の高い漁具や漁法等

の類似性も高いため、効果の高い研修を実施できる可能性が高い。 

 

5.2.5 インパクト 

1) 上位目標達成の見込み 

上位目標 東ティモールのプロジェクト対象地域において、持続的な沿岸漁業振興

に係る漁業コミュニティへの活動が継続されている 

指標 1 沿岸漁業振興のための継続計画が DG-FAARMにより実行される。 

2 プロジェクトで対象とした漁民のうち、漁業収入が向上した漁民が

XX％以上となる 

 

上位目標達成の可能性は存する。 

本プロジェクトの上位目標には「沿岸漁業振興に係る漁業コミュニティへの活動継

続」を掲げ、この「継続」している状況を判断する指標として、①沿岸漁業振興のた

めの継続計画の実行確認と、②漁業収入が向上した漁民割合の両項目を設定した。 

まず、①の継続計画とは、プロジェクト対象地域におけるプロジェクト終了以降の

活動計画であり、プロジェクト期間中に専門家とカウンターパートの協同作業を以て

作成される。活動計画には DG-FAARM からコミュニティに対する支援・研修内容等に

かかる詳細が含まれるものになると想定できる。そのため、同計画を実施していると

いう事実は、漁業コミュニティへの継続活動を示す証左となることから、指標として

採用した。継続計画の実施そのものは、今後の DG-FAARM の意思によるところが大き

いが、今後プロジェクトによって DG-FAARM の能力強化が果たされ、且つプロジェク

ト効果が認知されるようになれば、その継続活動が承認される可能性は高いと考えら

れる。 

また、②の漁業収入については、本プロジェクトが導入する漁具・漁法の改善、販

売促進の成果が継続しうるか否かが問われるものとなる。パイロットプロジェクトで

は、支援終了後の持続性に注視したうえで漁具・漁法を導入し、且つ販売促進、販路

拡大を目指すことになる。つまり、プロジェクト期間中の一過性の活動で終わらない

ように活動を設計するため、一定レベルの持続性は期待できるものであり、漁業収入

が向上している可能性も十分に見込まれる。 

 以上から、本プロジェクトの上位目標達成の可能性は十分に存すると考えられる。 

 

2) その他に期待される正の波及効果 

 漁業収入の向上 

 パイロットプロジェクトの実施によって、参加する漁民の漁獲高向上、ひいては総

漁業収入の増加が期待できる。また、この収入増はプロジェクトに参加する仲買人や
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水産物販売者にも生じる可能性が高い。 

 更には、販売促進活動においては、女性/女性グループを中心とした水産加工品の

製造、販売も計画されている。そのため、漁業収入増の裾野は水産加工を担当する女

性/女性グループにも広がることが期待できる。 

 

 沿岸資源管理の促進 

 本プロジェクトでは漁民にログブックの利用を促し、沿岸資源の推移にかかる理解

を深めることを計画している。詳細計画策定調査時点では、プロジェクト対象地域に

顕著な沿岸資源の衰退状況は確認できなかったが、中長期且つ予防的な視点において、

このような漁民の意識向上は持続的な沿岸資源に繋がるものと期待できる。 

 

3) 負のインパクト 

現時点において負のインパクトは想定されない。 

 

5.2.6 持続性 

1) 政策面 

 東ティモール国の「戦略的国家開発計画（2011-2030年）」は、同国が豊かな水産資

源を有しているにもかかわらず、依然として伝統的な自給レベルの漁業に留まってい

ることを問題視しており、今後は水産業を同国の経済セクター開発における重要な柱

のひとつに位置づけている。 

同国の現時点におけるポテンシャルと現状の乖離を見れば、今後も同国政府が水産

セクターの振興を重視する可能性は高いと考えられる。 

 

2) 組織・技術面 

DG-FAARMは全国の水産セクターにかかる各種の計画策定やプログラムの実施、デー

タ管理などを一手に引き受けているが、本プロジェクトの主たるカウンターパートで

ある漁業局の職員数は傘下の三部署全てを合わせても 27 人に留まっており、決して

潤沢とは言えない状況にある。また、27 人のうち、約半数に上る 13 人は契約雇用と

なっている。そのため、詳細計画策定調査時点において、その業務量に比して組織体

制が盤石であるとは言いがたい。 

技術面においても同様の傾向が見える。これまで DG-FAARM 自らが短中長期の戦略

や計画策定を行なったことは殆ど無く、また現場での研修活動なども漁船・エンジン

の供与プログラム、水産加工の研修などが多く、職員自らが新たな漁具や漁法の使用

方法を熟知し、そのうえで研修を実施する例は殆ど見られなかった。そのため、現時

点での技術力も初歩的なレベルにあるといえる。 

他方、DG-FAARMの若手職員を中心として、インドネシアの水産学校に留学経験があ

ったり、本邦研修に参加経験を持っていたりする人員も増えており、この点は組織・

技術面の今後の発展を支えるものと期待できる。本プロジェクトでは、これら職員を
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積極的に巻き込みながら技術移転を進めることにより、結果的に DG-FAARM の技術面

の持続性を高めることを企図する。 

 

3) 財政面 

 DG-FAARM職員によれば、総局の予算不足が恒常化しており、活動内容やコミュニテ

ィ等への訪問頻度も制限されているとのことである。これら現状から判断すれば、財

政面の持続性が急速に高まることは期待しづらい。ただし、水産セクターの重要性は

MALFF のみならず政府としても認識しているという状況もあることから、今後予算が

増加する可能性もないとはいえない。 

 

5.3  結論 

 本プロジェクトは、東ティモール国の開発課題・開発政策並びに我が国及び JICAの

協力方針・分析に合致し、沿岸零細漁業の生産性と持続可能性の改善推進を通じて、

東ティモール国の水産業の振興に資するものであり、SDGsゴール1「貧困をなくそう」

及びゴール 14「海の豊かさを守ろう」に貢献すると考えられることから、事業の実施

を支援する必要性は高い。 

 

5.4  教訓の活用 

 東ティモール国では、これまで開発協力機関および DG-FAARM が水産加工品に関す

る多数の研修を行なってきたが、その殆どのコミュニティで加工品の製造、販売は継

続していない。その主たる要因として、販売先の確保が難しいことが挙げられた。ま

た、冷蔵庫が普及していないコミュニティにおいて、保存期間の短い加工品を作ると

いったマーケティング上の問題も見られた。これら教訓を活かし、本プロジェクトで

はプロジェクトの初期段階に市場調査を入念に行ない、対象加工品の選別、マーケッ

トの新規開拓(例えば沿岸の近隣コミュニティではなく、山間部での販売等)に努める

計画である。 

 

また、同じく、開発協力機関の支援などで水揚げや流通の拠点としてコールドチェ

ーンも付随した施設である、漁業センター（構造物有）が各所に建設されたが（＊建

屋建設自体は独立前のインドネシア政府によるものと独立後の東ティモール政府に

よるものがある）、コールドチェーン機材の故障などを原因として、現在は使用され

ていない。コールドチェーン機材の修理には多額の予算を必要とするため、現在の DG-

FAARM 予算では定期的なメンテナンスや修理に対応できない状況が継続する可能性が

高い。そのため、本事業ではコールドチェーンの修理や新規購入は行わず、現行の小

規模商店が販売する氷を利用することで対応する。 
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第６章 団長所感 

（１） 帰国研修員を含む C/P 主体のプロジェクト運営管理 

本プロジェクトは東ティモールの水産分野における初めての技術協力プロジェク

トであるため、調査開始時の概要説明において、先方主体での実施、PDCA サイクル

に基づくプロジェクト運営管理やモニタリング・報告の重要性について厚めに説明を

行った。また、現地視察を通じて、C/P による漁民支援の仕組みはあるものの十分に

実施出来ておらず、その一因として（先方予算不足もあるものの）計画策定や資機材

調達等を含めた予算執行能力を向上させることが求められていることを実感。他ドナ

ー事業においては、東ティモール政府の体制が脆弱である点に鑑み、直接裨益者にア

プローチするケースが多いと聞いたものの、事業終了後の継続性・発展性の観点から、

本プロジェクトにおいては、同国政府を巻き込みその体制強化を図ることを試みたい。 

なお、本プロジェクトの主たる C/P である漁業総局の技術職職員（正規雇用・契約

含む）235 名のうち 10 数名は JICA 課題別研修等の帰国研修員であり、調査団の現地

視察アレンジ・同行も帰国研修員によりきめ細やかに行われた12。調査概要説明や

M/M 協議時には、帰国研修員を中心に課長クラスを含め各課関係者 10 数名が集い、

先方の理解を深めながら調査を進めることが出来た。プロジェクト開始後も、こうし

た帰国研修員リソースを十分に活用しながらプロジェクト活動を進めていくことが

望まれる。 

 

（２） 零細漁業振興としての位置づけ 

 一部 C/P からは、準商業漁業（semi-industrial fisheries）への転換に対する期待が

述べられたが、調査団より、東ティモールの漁業の現状について下図を用いて説明し、

現在は無動力船(手漕ぎカヌー)または船外機付き小型船による沿岸域での刺網・手釣

り・銛を用いた日帰の零細漁業が多数であるため、ステップバイステップで準商業漁

業を目指していくことが肝要である旨伝達。併せて、北部海域13はこうした零細漁業

が中心であること、また同海域の地域であれば漁業総局職員（ディリから）の訪問も

比較的容易である旨を説明し、先方も了解した。 

他方、引き続き東ティモール政府としては、産業多角化の観点で準商業漁業も推進

したいとの意向が示されており、段階的なアプローチの一環として、島の東端に位置

するコムから南側の海域14へ回り操業することの可能性を探る。一方、他の地域では

新規漁法の導入よる操業の効率化を主として、南側海域へのアクセスは本プロジェク

トとは切り分けた対応が必要になることを丁寧に説明していくことが求められると

思われる。 

 
12  2024 年 7 月に実施された課題別研修「水産業を通じた地場産業育成と持続的な利用」から

帰国直後の若手職員（同職員はインドネシアのジャカルタ・ポリテクニックを卒業） 
13 東ティモール政府は、北部海域を零細漁業振興、南部海域を商業漁業振興とする方針を有す

る。なお、外国漁船の入港は 2015 年以降東ティモール政府として認めていない。 
14   南側の海域では過去に、韓国、中国、スリランカのマグロ漁船が操業していた。 
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また、東ティモール政府が国内 9 カ所に設置した漁業センター（Fishery Center）

に関し、いずれも水揚げ場・魚市場としての機能は果たしていない15。漁業総局は当

該センターの段階的な改修を計画中（予算申請中）だが、そもそも立地等が悪く漁民

側の利便性が考慮されていない場所にあるため、本プロジェクトにおいては、直接当

該センターの改修に関与することは避け、漁民向けの研修実施サイトとしての活用に

留めることが妥当。 

 

（SPC 2014） 

 なお、海藻養殖について、東ティモール政府より支援可能性について問われた。現

地視察では、アタウロ島において複数のドナー（World Fish、UNDP、ADB、オース

トラリア NGO）が入り海藻養殖支援を実施中16であり、乾燥品の輸出販売に繋げてい

る事例が見られた。海藻養殖は初期投資がかからず女性が手軽に取り組むことが可能

である一方、販売先（国内市場は限定的なため輸出市場を含む）に繋げる活動も求め

られ取組範囲が広いことや他ドナーが東ティモール沿岸部全域での支援を実施／計

画中であることから、本プロジェクトのスコープには含めない予定。 

 

 

 

 

 
15 過去、ドナー支援により導入された製氷機等の資機材はいずれも動いていない。なお、一部

の Fishery Center は漁民が集まる場となっており、漁民向け研修の実施会場としては機能。 
16 海水温上昇による海藻養殖への影響、東ティモール沿岸部での海藻養殖ポテンシャル・マッ

ピングを含む 
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（３） 沿岸資源管理やタラバンドゥの位置づけ 

調査を通じ、ドナー支援（World Fish）により導入された沿岸漁業実態把握システ

ム（PeskAAS）について、政府傭上の調査員17がタブレットを用いた入力（水揚げ時

に漁民を訪問し漁獲量・魚種等の情報を入力）を継続していることを確認。他方、調

査員の交通費支給は限定的であり活動範囲が狭いこと、入力項目が多く漁民が非協力

的であること等により、正確な情報蓄積がされている訳ではない（漁業総局もデータ

と実態との乖離を認識）。 

また、漁民については、一部記帳している漁民グループ18がいたものの、記帳内容

は売り上げ額のみであり、漁獲量・魚種を入力していた漁民はいなかった。総じて、

漁民の沿岸資源管理の意識は高いと言えない（上述の通り、手漕ぎカヌーが多数を占

めるため漁業資源開発への期待が高い状況。また、漁業規模が小さく資源状況は良好

と思われる）。 

なお、タラバンドゥの状況についても調査を行ったものの、東ティモール政府が定

める規則（イルカや亀等の捕獲禁止）は一定程度浸透しているが、水産分野でのタラ

バンドゥが設定されているコミュニティは限定的であった19。漁業総局職員からも、

タラバンドゥは重要であるが、地域・コミュニティごとに状況がかなり異なっている

ことやタラバンドゥ設定までのプロセス（各種対話を重ねながら正式決定がされる）

が非常に長いことを留意点として挙げられた。 

以上を踏まえ、本プロジェクトでは PeskAAS のシステム強化自体は活動に組み込

まず、上記留意点を精査し適正技術を見極めた上で、ログシートの改良や情報収集体

制の改善を行う予定。漁民自身に沿岸資源管理の重要性を理解してもらうための第一

歩目の活動として、自らが獲った魚の量や魚種を簡易なログシートを用いて継続的に

記録し（漁民の生計活動に直結）、同情報の分析に基づいた啓発活動と併せて行うこ

とに重きを置く予定。また、タラバンドゥについては、各対象地域において配慮はし

つつも、沿岸資源管理のタラバンドゥ設定をプロジェクト活動の主眼とはしないこと

で整理。 

 

（４） インドネシア海洋水産省との連携 

インドネシアによる協力をプロジェクト活動に組み込む可能性について、歴史的背

景を踏まえ、当初やや慎重な姿勢で C/P 側に聞いたものの、漁業総局では多数の職員

 
17元々World Fish の取組により開始されたが、支援終了後、World Fish 傭上から政府傭上に切り替わっ

ており。各県 1名の配置（給料は大幅に減額され、月額手取り 190 ドルとのこと）。 
18 FAD 漁法を行っている漁民グループ。なお、東ティモールにおいて漁民グループとは主に、

政府が行う漁船登録時の船長と乗組員を指し、協同組合とは異なる。協同組合については、少な

くとも今次調査の現地視察においては、ドナーや政府支援ベースで設立されたもののみであり、

支援終了後なくなったものも散見された。 
19  アタウロ島は例外的で、既に 12 のタラバンドゥが設定されており（2025 年には一つ増える

との由）、資源管理の重要性についても漁民に認識されている模様だったが、同島はこれまで多

数のドナーが支援を行ってきている故と思われる。その他、海洋保護区がタラバンドゥとして設

定されているコミュニティもあったが、こちらも NGO 支援によるものであった。 
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がインドネシアのポリテクニックに奨学生として留学した経験を有し20、抵抗感は見

られなかった。寧ろ技術面や自然環境、コミュニティの状況も似通っているため、同

国の協力を得ることに賛同が得られた。詳細はプロジェクト開始後になるが、インド

ネシアにおける第三国研修やインドネシアからの第三国専門家派遣について調整を

進める。 

以上 

 

 

 

別添 1. プロジェクトの枠組み図 

別添 2. 署名済み M/M 

 

 
20 インドネシア海洋水産省との覚書（～2015 年）に基づく。 
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